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中
で
、専
門
知
識
や
実
績
、経
験
は
も
ち
ろ
ん
、他
社
動

向
や
ベ
ン
チ
マ
ー
キ
ン
グ
情
報
の
提
供
も
重
要
で
あ
る

こ
と
を
認
識
し
た
。
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
、

ス
イ
ス・リ
ー
・グ
ル
ー
プ
、応
用
ア
ー
ル・エ
ム・エ
ス
社

と
共
同
で
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
サ
ー
ベ
イ（
調
査
）を

実
施
し
た
。
企
業
の
リ
ス
ク
管
理
体
制
、
地
震
リ
ス
ク

対
策
と
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
、
保
険・
金
融

を
除
く
売
上
高
上
位
二
、〇
〇
〇
社
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
送

付
し
、一
六
〇
社（
内
上
場
企
業
一
二
四
社
、
売
上
高
中

央
値
が
一
、九
〇
六
億
円
）よ
り
回
答
を
得
た
。

「
リ
ス
ク
管
理
と
保
険
に
か
か
わ
る
体
制
に
つ
い
て
」の

項
目
で
は
、七
七
％
が「
全
社
的
リ
ス
ク
管
理
の
た
め
の

委
員
会
」を
設
置
し
、平
均
し
て
年
四
回
程
度
開
催
し
て

お
り
、九
％
が
毎
月
開
催
し
て
い
る
。
八
〇
％
超
が「
リ

ス
ク
管
理
規
定
を
整
備
」し
て
お
り
、「
対
象
リ
ス
ク
と

リ
ス
ク
対
応
策
」を
策
定
し
て
い
る
。
し
か
し
、「
リ
ス

ク
を
定
義
し
て
い
る
」企
業
の
う
ち
、「
対
応
策
を
策
定

し
て
い
る
」企
業
が
八
九
％
で
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

「
リ
ス
ク
計
量
化
を
実
施
し
て
い
る
」と
回
答
し
た
企
業

は
三
八
％
に
留
ま
っ
た
。
リ
ス
ク
計
量
化
と
は
、リ
ス
ク

が
発
生
し
た
場
合
に
企
業
に
与
え
る
財
務
的
影
響
を
計

量
化
す
る
こ
と
で
あ
り
、例
え
ば
、主
要
工
場
の
火
災
事

故
に
よ
る
損
害
額
や
首
都
圏
直
下
型
地
震
に
よ
る
関
東

地
域
所
在
の
工
場
の
予
想
最
大
損
害
額
を
算
出・
把
握

す
る
こ
と
を
指
す
。
実
際
に
は
損
害
額
の
多
寡
に
よ
り
、

企
業
財
務
へ
の
影
響
度
は
大
き
く
異
な
る
。
具
体
的
な

対
応
策
を
策
定
す
る
上
で
も
非
常
に
重
要
な
手
法
で
あ

る
が
、
六
〇
％
以
上
の
企
業
で
リ
ス
ク
の
計
量
化
は
実

施
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
結
果
が
出
た
。
次
に
、リ
ス
ク

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
手
法
と
し
て
の
保
険
に
期
待
す
る
効
果

は
、「
損
益
に
与
え
る
影
響
の
極
小
化
」、「
資
産
復
元
の

資
金
確
保
」を
そ
れ
ぞ
れ
七
五
％
程
度
が
挙
げ
て
い
る
。

一
方
、「
災
害
事
故
発
生
時
の
運
転
資
金
の
確
保
」は
、

三
〇
％
に
留
ま
り
、
有
事
に
お
け
る
資
金
調
達
の
即
時

性
の
観
点
か
ら
は
、
保
険
に
対
す
る
評
価
は
低
い
。
保

険
種
目
別
に
は
、財
物
保
険
、賠
償
責
任
保
険
、海
上
保

険・
国
内
輸
送
保
険
は
対
象
リ
ス
ク
が
存
在
す
る
場
合

に
は
、ほ
ぼ
全
て
の
企
業
で
購
入
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、

利
益
保
険
は
回
答
企
業
の
四
四
％
と
他
種
目
の
半
分
程

度
の
水
準
で
あ
っ
た
。

本
調
査
で
は
地
震
リ
ス
ク
と
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

に
つ
い
て
の
質
問
を
設
け
た
が
、回
答
企
業
一
六
〇
社
の

う
ち
、「
何
ら
か
の
損
害
を
被
っ
た
」企
業
は
一
四
一
社

あ
り
、
自
社
資
産
へ
の
直
接
的
な
損
害
に
加
え
、
外
部

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
、顧
客
、イ
ン
フ
ラ
罹
災
に
よ
る
間
接
損

害
の
発
生
も
窺
え
る（
図
1
）。
損
害
額
は
、一
〇
七
社

（
八
二
％
）が
五
〇
億
円
未
満
で
あ
り
、一
〇
〇
億
円
超

は
、僅
か
六
％
で
あ
っ
た
。
被
災
し
た
一
四
一
社
の
う
ち
、

地
震
保
険
加
入
率
は
三
五
％
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
利
益

保
険
加
入
が
推
定
さ
れ
る
の
は
僅
か
に
四
社（
一
三
％
）

で
あ
っ
た
。

新
聞
等
に
よ
る
報
道
の
通
り
、
企
業
向
け
地
震
保
険

の
保
険
金
支
払
総
額
は
約
七
、〇
〇
〇
億
円
と
言
わ
れ

て
い
る
が
、
マ
ー
シ
ュ
は
保
険
金
支
払
い
総
額
の
約

一
〇
％（
七
一
七
億
円
）に
関
与
し
た（
二
〇
一
二
年
三
月

時
点
）。
マ
ー
シ
ュ
の
取
扱
契
約
は
、
資
産
損
害
へ
の
補

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

佐
藤
龍
司

マ
ー
シ
ュ
ブ
ロ
ー
カ
ー
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

取
締
役

巨
大
災
害
と

リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

二
〇
一
一
年
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
洪
水
、ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
地
震
、東
日
本
大
震
災
、タ
イ
洪
水
等
、特
に
ア

ジ
ア
パ
シ
フ
ィ
ッ
ク
地
域
で
巨
大
自
然
災
害
が
頻
発
し

た
。
保
険
業
界
で
は
米
国
で
ハ
リ
ケ
ー
ン
カ
ト
リ
ー
ナ

が
発
生
し
た
二
〇
〇
五
年
に
次
ぐ
史
上
二
番
目
の
保
険

金
支
払
を
記
録
し
た
。
企
業
へ
の
影
響
は
、
自
社
施
設

へ
の
直
接
損
害
と
こ
れ
に
起
因
し
た
操
業
停
止
、
サ
プ

ラ
イ
ヤ
ー
か
ら
の
原
材
料
供
給
停
止
や
顧
客
の
操
業
中

断
に
よ
る
製
品
納
入
停
止
、
原
発
事
故
に
伴
う
避
難
に

よ
る
操
業
中
断
が
発
生
し
た
。
特
に
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
途
絶
に
よ
る
営
業
損
失
は
、
多
く
の
企
業
が
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
や
顧
客
と
の
関
係
を
考
慮
し
た
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
重
要
性
を
再
認
識
し
た
こ
と
だ
ろ
う
。
マ
ー

シ
ュ
は
一
九
五
五
年
に
日
本
で
営
業
開
始
し
て
以
来
、企

業
向
け
に
保
険・リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

企
画
立
案
、
設
計
構
築
、
運
営
管
理
に
関
す
る
サ
ー
ビ

ス
提
供
を
し
て
い
る
。
企
業
の
意
思
決
定
を
支
援
す
る
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償
に
加
え
、
操
業
中
断
期
間
の
喪
失
利
益
や
罹
災
後
も

支
出
を
要
す
る
人
件
費
な
ど
の
固
定
費
、
さ
ら
に
は
操

業
継
続
に
要
す
る
特
別
費
用
を
補
償
す
る
も
の（
利
益
、

費
用
保
険
）が
多
数
あ
っ
た
た
め
、支
払
保
険
金
額
が
大

き
く
な
っ
た
。
一
般
的
に
自
社
施
設
の
罹
災
に
よ
る
操

業
中
断
や
、サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
・顧
客
の
罹
災
に
よ
る
自
社

の
操
業
中
断
に
よ
る
損
害
は
、
資
産
に
対
す
る
損
害
の

三
～
四
倍
程
度
だ
が
、
今
回
そ
の
割
合
が
確
認
さ
れ
る

と
共
に
、
利
益
保
険
の
有
効
性
を
再
確
認
し
た
。
全
回

答
企
業
の
う
ち
、
地
震
保
険
の
加
入
企
業
は
五
七
社

（
三
六
％
）で
あ
り
、「
付
保
対
象
施
設
を
限
定
し
て
い

る
」企
業
が
五
〇
％
、四
八
％
が
支
払
限
度
額
に
つ
い
て

は「
リ
ス
ク
調
査（
リ
ス
ク
計
量
化
）に
基
づ
き
設
定
」と

回
答
し
て
い
る
。
自
己
保
有
額
は
五
七
％
が「
一
億
円
以

下
」で
あ
る
一
方
、二
五
％
は「
一
〇
億
円
超
」で
あ
っ
た
。

こ
れ
ら
を
米
国
企
業
と
比
較
し
た
結
果
、
地
震
保
険
購

入
率
は
日
本
企
業
の
倍
以
上（
七
六
％
）、
そ
の
う
ち
財

物
保
険
に
加
え
て
利
益
保
険
を
購
入
し
て
い
る
企
業
の

割
合
は
八
三
％
で
あ
っ
た
。
多
く
の
米
国
企
業
が
利
益

保
険
ま
で
を
購
入
し
て
お
り
、
本
調
査
の
回
答
企
業
と

比
較
す
る
と
、日
本
企
業
と
米
国
企
業
で
地
震
保
険
手

配
状
況
に
大
き
な
差
異
が
見
ら
れ
た（
図
2
）。
各
企
業

の
決
算
報
告
上
に
、
地
震
保
険
の
受
取
保
険
金
の
有
無

お
よ
び
期
間
損
益
へ
の
影
響
度
な
ど
が
開
示
さ
れ
て
い

る
。リ

ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
と
は
、
企
業
の
事
業
活
動
に

必
然
的
に
付
随
す
る
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、こ
れ
ら
が
顕
在

化
し
た
際
の
企
業
経
営
へ
の
負
の
影
響
を

緩
和・
抑
制
す
る
財
務
的
手
法
で
あ
る
。

企
業
財
務
を
担
う
Ｃ
Ｆ
Ｏ
に
は
、
リ
ス
ク

計
量
化
に
よ
る
財
務
的
影
響
の
把
握
の
重

要
性
と
共
に
、
最
適
な
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
手
法
の
検
討
を
提
案
し
た
い
。
企
業

経
営
に
お
け
る
保
険
は
、
経
営
の
屋
台
骨

を
揺
る
が
す
よ
う
な
巨
大
損
害
発
生
に
備

え
て
、
予
め
一
定
料
金
を
支
払
い
、
外
部

資
本
を
予
約
し
て
お
く
こ
と
で
あ
る
。
株

主・
債
権
者
か
ら
提
供
さ
れ
た
資
金
を
本

来
の
中
核・
成
長
事
業
に
有
効
活
用
で
き

る
よ
う
に
す
る
手
法
だ
と
言
え
る
。
一
方

で
、
手
元
資
金
が
潤
沢
な
企
業
の
場
合
、

一
部
資
金
を
巨
大
災
害
発
生
時
の
対
応
資

金
と
し
て
活
用
す
る（
自
家
保
険
＝
リ
ス

ク
保
有
）と
い
う
方
針
の
も
と
で
最
適
な

リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を
構
築
す
る
こ
と

も
可
能
で
あ
る
。
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図1●東日本大震災により回答企業が被った損害の状況
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罹災したことによる
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経済活動の鈍化による損害

自社資産の損害に伴う自社の休業損害

上記以外の経済的負担
事業の継続・再開のために 

要した追加費用など 

損害はなかった

（複数回答）

本サーベイ回答企業
（日本企業）

米国企業

地震保険購入率 36％（57社） 76％（35社）

利益保険*1購入割合 13％（4社）*2 83％（29社）

対象企業数160社
（本サーベイ回答企業）

160社
（本サーベイ回答企業）

46社
（抽出条件は上記のとおり）

*1  利益保険：自社資産への損害による休業損害を補償する保険。サプライヤーや顧客の罹災による間接
損害を補償しているケースもある。

*2  地震保険加入企業の保険金受取状況において逸失利益を受け取るとした企業（4社）の回答企業（31社）
に対する割合（13％）により推定。

図2●地震保険加入状況：米国企業と本サーベイ回答企業との比較


